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はじめに
●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

 近年、就業構造の変化・働き方の多様化が進み、非正規労働者の割合が増
加しています。とりわけ、パートタイム労働者が占める割合は高く、社会の
中でパートタイム労働という働き方が定着してきています。企業においても、
パートタイム労働者の勤続年数の長期化や積極的な就業意識を受けて、パー
トタイム労働者を基幹的な戦力として活用する動きが表れています。こうし

パートタイム労働者の公正な待遇を確保し、納得して働くことができるよう
にすることを目的としたパートタイム労働法の改正案が成立するなど（施行
期日平成27年４月１日）、パートタイム労働者の処遇改善や適正な雇用管理

 しかし一方では、東京都労働相談情報センターにおけるパートタイム労働
に関する相談件数をみると、平成25年度は約9,000件（アルバイト含む）と
なっており、パートタイム労働に関する知識の不足や、適正な雇用管理がな
されていないことによるトラブルも目立ちます。
 このため、東京都では、法の趣旨の徹底と雇用管理の適正化を図るため、
労働相談情報センターを中心に、パートタイム労働者の労働条件や雇用管理
に関するセミナーや相談等を実施しています。また、都のパートアドバイザ
ーが都内中小企業を訪問して、パートタイム労働者の雇用管理についてアド
バイスを行っているほか、パートタイム労働者の雇用環境を改善するため、
人事制度、賃金制度、教育訓練等の整備に取り組む中小企業を募集し、社会
保険労務士や中小企業診断士を無料で派遣する等の支援を行っています。
 「パートタイム労働ガイドブック（事業主の方へ）」は、そうした活動の
中で、パートタイム労働者を雇用する事業主の方々向けに作成したものです。
この冊子が事業主の皆様に広くご活用いただければ幸いです。

た中、平成25年４月には改正労働契約法が全面施行され、平成26年４月には、

がいっそう求められています。

平成26年10月　東京都産業労働局
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パートタイム労働者と労働法
ポイント
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は、就業規則を作成し、労働基準監督署に届け出なければなりません（労基法89条）。
就業規則は通常の労働者ばかりでなく、パートタイム労働者も含む全ての労働者に適
用されますので、それぞれに異なった事項がある場合には、就業規則の中に特別な規
定を盛り込むか、パートタイム労働者用の就業規則を作成する必要があります（就業
規則の規定例は42ページ参照）。
 パートタイム労働者に係る事項について就業規則を作成または変更する場合は、
パートタイム労働者の過半数を代表する者の意見を聴くように努めなければなりませ
ん（法７条）。過半数を代表する者の要件は、⑴監督又は管理の地位にある者でない
こと、⑵就業規則の作成等についての意見聴取の対象者を選出することを明らかにし
て実施される投票、挙手等により選出された者であること（労基則６条の２第１項）、
です。また、事業主はパートタイム労働者が過半数を代表する者であること若しくは
代表になろうとしたこと又は代表者として正当な行為をしたことを理由に不利益な取
扱いをしてはいけません（指針第３の３⑴）。

 事業主は、以下のいずれかの方法で就業規則を労働者に周知しなければなりま
せん。
⑴ 常に各作業場の見やすい場所に掲示又は備え付ける。
⑵ 書面を労働者に交付する。
⑶ 磁気ディスク等に記録し、かつ各作業場に労働者が記録の内容を常に確認で
きる機器を設置する。

を作成し、行政官庁に届け出なければならない。次に掲げる事項を変更した場合
についても、同様とする。（以下略）

⑴）

パートタイム労働者を含め事業所ごとに常時10人以上の労働者を使用する事業主
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労働契約の終了・更新
ポイント
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有期労働契約に関する「労働契約法」が一部改正されました

Ⅰ 無期労働契約への転換（第 条）

①申込み…平成２５年４月１日以後に開始した有期労働契約の通算契約期間が５年を超える場合、
その契約期間の初日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることができます。

②転換…無期転換の申込み（①）をすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労働契約
（③）がその時点で成立します。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了する翌日
からです。
①の申込みがなされると③の無期労働契約が成立するので、②時点で使用者が雇用を終了させようとす
る場合は、無期労働契約を解約（解雇）する必要がありますが、「客観的に合理的な理由を欠き、社会
通念上相当と認められない場合」には、解雇は権利濫用に該当するものとして無効となります。

③無期労働契約…無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがな
い限り、直前の有期労働契約と同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。
「別段の定め」とは 、労働協約、就業規則、個々の労働契約（無期転換に当たり労働条件を変更するこ
とについての労働者と使用者との個別の合意）が該当します。
なお、無期転換に当たり、職務の内容などが変更されないにもかかわらず、無期転換後の労働条件を低下
させることは、無期転換を円滑に進める観点から望ましいものではありません。

④更新…無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労働者に無期転換申込
権を放棄させることはできません（法の趣旨から、そのような意思表示は無効と解されます）。

無期転換の申込みができる場合

③無期労働契約

５年

←

締
結

←

更
新

１年
←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

１年

←

②
転
換

１年

①
申
込
み

１年 ③無期労働契約

← ←

②
転
換

③無期労働契約

←

締
結

３年

← ←

②
転
換

①
申
込
み

３年

①
申
込
み

通算5年を超えて契約更新した労働者が、その契約期
間中に無期転換の申込みをしなかったときは、次の
更新以降でも無期転換の申込みができます １年

５年
【契約期間が３年の場合の例】

【契約期間が１年の場合の例】

平成25年４月１日以後に開始した有期労働契約の通算契約期間が５年を超える場合、
その契約期間の初日から末日までの間に、無期転換の申込みをすることができる。

更
新

更
新

更
新
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有期労働契約に関する「労働契約法」が一部改正されました

⑤空白期間…有期労働契約とその次の有期労働契約の間に、契約がない期間が６か月以上あるときは、そ
の空白期間より前の有期労働契約は通算契約期間に含めません。これをクーリングといいます。

    上図の場合のほか、通算対象の契約期間が1年未満の場合は、その2分の1以上の空白期間があれば 
      それ以前の有期労働契約は通算契約期間に含めません（詳細は厚生労働省令で定められています）。 

Ⅱ 「雇止め法理」の法定化（第 条）
有期労働契約は、使用者が更新を拒否したときは、契約期間の満了により雇用が終了します。
これを「雇止め」といいます。 雇止めについては、労働者保護の観点から、過去の最高裁
判例により一定の場合にこれを無効とする判例上のルール（雇止め法理）が確立しています。
今回の法改正は、雇止め法理の内容や適用範囲を変更することなく、労働契約法に条文化し
ました。

対象となる
有期労働契約

次の①、②のいずれかに該当する有期労働契約が対象になります。

① 過去に反復更新された有期労働契約で、その雇止めが無期労働契約の解雇と社会通
念上同視できると認められるもの

★最高裁第一小法廷昭和 年 月 日判決 東芝柳町工場事件 の要件を規定したもの

② 労働者において、有期労働契約の契約期間の満了時に当該有期労働契約が更新され
るものと期待することについて合理的な理由(※)があると認められるもの

★最高裁第一小法廷昭和 年 月 日判決 日立メディコ事件 の要件を規定したもの

(※)１．合理的な理由の有無については、最初の有期労働契約の締結時から雇止めされた有期労働契約
の満了時までの間におけるあらゆる事情が総合的に勘案されます。

２．いったん、労働者が雇用継続への合理的な期待を抱いていたにもかかわらず、契約期間の満
了前に使用者が更新年数や更新回数の上限などを一方的に宣言したとしても、そのことのみ
をもって直ちに合理的な理由の存在が否定されることにはならないと解されます。

要件と効果
上記の①、②のいずれかに該当する場合に、使用者が雇止めをすることが、「客観的に
合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められないとき」は、雇止めが認めら
れません。従前と同一の労働条件で、有期労働契約が更新されます。

必要な手続

条文化されたルールが適用されるためには、労働者からの有期労働契約の更新の申込み
が必要です（契約期間満了後でも遅滞なく申込みをすれば条文化されたルールの対象と
なります）。
ただし、こうした申込みは、使用者による雇止めの意思表示に対して、「嫌だ、困る」
と言うなど、労働者による何らかの反対の意思表示が使用者に伝わるものでもかまわな
いと解されます。

 通算契約期間の計算について（クーリングとは） 

←

締
結

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年

←

更
新

１年 １年 １年 １年

←

更
新

か月以上の
空白期間

１年

←
更
新

空白期間の前はカウントに含めず

１年
←

更
新

５年

申
込
み

可
能
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パートタイム労働者と労働時間・時間外労働
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パートタイム労働者と年次有給休暇
ポイント
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働く女性に関する法律
ポイント
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育児・介護休業法の改正について
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育児・介護休業法の改正について

賃金、教育訓練、福利厚生
ポイント
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賃金、教育訓練、福利厚生
ポイント
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パートタイム労働者と労働保険（雇用保険・労災保険）
ポイント
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パートタイム労働者と社会保険（健康保険・厚生年金保険）
ポイント
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パートタイム労働者と税金
ポイント
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パートタイム労働法が変わります
平成27年４月１日施行

平成27年４月１日から、パートタイム労働者の公正な待遇を確保し、納得
して働くことができるようにするため、パートタイム労働法（短時間労働者
の雇用管理の改善等に関する法律）や施行規則、パートタイム労働指針が
変わります。
主な改正のポイントは次のとおりです。

１ パートタイム労働者の公正な待遇の確保
・正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲の拡大
・パートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は、職務の内容、
人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して、不合理と認められるもので
あってはならない

２ パートタイム労働者の納得性を高めるための措置
パートタイム労働者を雇い入れたときは、雇用管理の改善措置の内容について、
事業主が説明しなければならない

３ パートタイム労働法の実効性を高めるための規定の新設
雇用管理の改善措置の規定に違反している事業主が、厚生労働大臣の勧告
に従わない場合は、厚生労働大臣は事業主名を公表することができる

１ パートタイム労働者の公正な待遇の確保
（１）正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲の拡大

＜法第９条＞
有期労働契約を締結しているパートタイム労働者でも、職務の内容、人材活用の
仕組みが正社員と同じ場合には、正社員との差別的取扱いが禁止されます。

【正社員と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の範囲】

＜現行＞
（１）職務の内容が正社員と同一
（２）人材活用の仕組みが正社員と同一
（３）無期労働契約を締結している

例えば、有期労働契約を締結しているパートタイム労働者が、職務の内容も人材活用の仕組み
も正社員と同じであるにもかかわらず、正社員には支給されている各種手当の支給対象となっ
ていない場合には、改正後は、正社員と同様に支給対象となることが考えられます。

＜改正後＞
（１）（２）に該当すれば、賃金、教育訓練、
福利厚生施設の利用をはじめ全ての待遇につ
いて、正社員との差別的取扱いが禁止される
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（２）「短時間労働者の待遇の原則」の新設
＜法第８条＞

事業主が、雇用するパートタイム労働者の待遇と正社員の待遇を相違させる場合は、
その待遇の相違は、職務の内容、人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して、不
合理と認められるものであってはならないとする、広く全てのパートタイム労働者
を対象とした待遇の原則の規定が創設されます。
改正後は、パートタイム労働者の待遇に関するこうした考え方も念頭に、パートタ
イム労働者の雇用管理の改善を図っていただくこととなります。

（３）職務の内容に密接に関連して支払われる通勤手当は均衡確保の努力義務の対象に
＜施行規則第３条＞

「通勤手当」という名称であっても、距離や実際にかかっている経費に関係なく
一律の金額を支払っている場合のような、職務の内容に密接に関連して支払われて
いるものは、正社員との均衡を考慮しつつ、パートタイム労働者の職務の内容、
成果、意欲、能力、経験などを勘案して決定するよう努める必要があります。

２ パートタイム労働者の納得性を高めるための措置
（１）パートタイム労働者を雇い入れたときの事業主による説明義務の新設

＜法第14条第１項＞
パートタイム労働者を雇い入れたときは、実施する雇用管理の改善措置の内容を
事業主が説明しなければなりません。
パートタイム労働者から説明を求められたときの説明義務（法第14条第２項）と
併せて、パートタイム労働者が理解できるような説明をしていく必要があります。

【雇入れ時の説明内容の例】
・賃金制度はどうなっているか
・どのような教育訓練があるか
・どの福利厚生施設が利用できるか
・どのような正社員転換推進措置があるか
など

【説明を求められたときの説明内容の例】
・どの要素をどう勘案して賃金を決定したか
・どの教育訓練や福利厚生施設がなぜ使える
か（または、なぜ使えないか）

・正社員への転換推進措置の決定に当たり
何を考慮したか など

（２）説明を求めたことによる不利益取扱いの禁止
＜指針第３の３の（２）＞

パートタイム労働者が法第14条第２項に基づく説明を求めたことを理由に、不利益
な取扱いをしてはなりません。不利益な取扱いを恐れて、パートタイム労働者が
説明を求めることができないことがないようにすることが求められます。

（３）パートタイム労働者からの相談に対応するための体制整備の義務の新設
＜法第16条＞

事業主は、パートタイム労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な
体制を整備しなければなりません。

【相談に対応するための体制整備の例】
相談担当者を決めて対応させる、事業主自身が相談担当者となり対応する など
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（４）相談窓口の周知
＜施行規則第２条＞

パートタイム労働者を雇入れたときに、事業主が文書の交付などにより明示しなけ
ればならない事項に「相談窓口」※が追加されます。
※ 相談担当者の氏名、相談担当の役職、相談担当部署など

＜パートタイム労働法で義務付けている項目＞
・昇給、賞与、退職手当の有無
・相談窓口

【文書などによる明示事項】
＜労働基準法で義務付けている項目＞
・契約期間、仕事の場所・内容など

（５）親族の葬儀などのために勤務しなかったことを理由とする解雇などについて
＜指針第３の３の（３）＞

パートタイム労働者が親族の葬儀などのために勤務しなかったことを理由に、解雇
などが行われることは適当ではありません。

３ パートタイム労働法の実効性を高めるための規定の新設
（１）厚生労働大臣の勧告に従わない事業主の公表制度の新設

＜法第18条第２項＞
雇用管理の改善措置の規定に違反している事業主に対して、厚生労働大臣が勧告を
しても、事業主がこれに従わない場合は、厚生労働大臣は、この事業主名を公表
できることとなります。

（２）虚偽の報告などをした事業主に対する過料の新設
＜法第30条＞

事業主が、パートタイム労働法の規定に基づく報告をしなかったり、虚偽の報告を
した場合は、20万円以下の過料に処せられます。

パートタイム労働法の改正については、「パート労働ポータルサイト」でも情報を提供して
います。

パート労働ポータルサイト 検索

（http://part-tanjikan.mhlw.go.jp/）

パートタイム労働法に関するお問い合わせは、
東京労働局雇用均等室（０３－３５１２－１６１１）へ
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労働条件通知書
年   月   日

         殿
事業場名称・所在地
使 用 者 職 氏 名

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（  年  月  日～  年  月  日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１ 契約の更新の有無
 ［自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（     ）］
２ 契約の更新は次により判断する。
  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力
 ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況              
  ・その他（                               ）
  

就業の場所
従事すべき
業務の内容
始業、終業の
時刻、休憩時
間、就業時転
換（⑴～⑸の
うち該当する
もの一つに○
を付けるこ
と。）、所定時
間外労働の有
無に関する事
項

１ 始業・終業の時刻等
 ⑴ 始業（   時   分） 終業（   時   分）
 【以下のような制度が労働者に適用される場合】
⑵ 変形労働時間制等；（  ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間の
組み合わせによる。

   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日     ）
  始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日     ）
   始業（  時  分） 終業（  時  分） （適用日     ）
 ⑶ フレックスタイム制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。
            （ただし、フレキシブルタイム（始業）  時  分から  時  分、
                       （終業）  時  分から  時  分、
                     コアタイム     時  分から  時  分）
 ⑷ 事業場外みなし労働時間制；始業（  時  分）終業（  時  分）
⑸ 裁量労働制；始業（  時  分）終業（  時  分）を基本とし、労働者の決定に
委ねる。

○詳細は、就業規則第  条～第  条、第  条～第  条、第  条～第  条
２ 休憩時間（  ）分
３ 所定時間外労働の有無
      （ 有 （１週  時間、１か月  時間、１年  時間）， 無 ）
４ 休日労働（ 有 （１か月  日、１年  日）， 無 ）

 

休  日
及び
勤 務 日

・定例日；毎週  曜日、国民の祝日、その他（        ）
・非定例日；週・月当たり  日、その他（        ）
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間  日
 （勤務日）
毎週（     ）、その他（     ）
○詳細は、就業規則第  条～第  条、第  条～第  条

休  暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→ 日
         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無）
         →  か月経過で  日
         時間単位年休（有・無）
２ 代替休暇（有・無）
３ その他の休暇 有給（          ）
         無給（          ）
○詳細は、就業規則第  条～第  条、第  条～第  条

（次頁に続く）
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賃  金 １ 基本賃金 イ 月給（     円）、ロ 日給（     円）
       ハ 時間給（    円）、
       ニ 出来高給（基本単価    円、保障給    円）
       ホ その他（    円）
       ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等

       

２ 諸手当の額又は計算方法
  イ（  手当    円 ／計算方法：             ）
  ロ（  手当    円 ／計算方法：             ）
  ハ（  手当    円 ／計算方法：             ）
  ニ（  手当    円 ／計算方法：             ）
３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

          所定超 （  ）％
  ロ 休日 法定休日（  ）％、法定外休日（  ）％
  ハ 深夜（  ）％
４ 賃金締切日（   ）－毎月 日、（   ）－毎月  日
５ 賃金支払日（   ）－毎月 日、（   ）－毎月  日
６ 賃金の支払方法（          ）
７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（ 無 ，有（   ））
８ 昇給（ 有 （時期、金額等        ） ， 無 ）
９ 賞与（ 有 （時期、金額等        ） ， 無 ）

退職に関する
事項

１ 定年制 （ 有 （  歳） ， 無 ）
２ 継続雇用制度（ 有（  歳まで） ， 無 ）
３ 自己都合退職の手続（退職する  日以上前に届け出ること）
４ 解雇の事由及び手続

      

○詳細は、就業規則第  条～第  条、第  条～第  条

  

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他（       ））
・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ）
・その他 

・具体的に適用される就業規則名（        ）

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。

 労働契約法
の）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から
申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働
契約に転換されます。

  

※ 以上のほかは、当社就業規則による。
※ 短時間労働者の場合、本通知書の交付は、労働基準法第15条に基づく労働条件の明示及び短時間労働者の
雇用管理の改善等に関する法律第６条に基づく文書の交付を兼ねるものであること。
※ 登録型派遣労働者に対し、本通知書と就業条件明示書を同時に交付する場合、両者の記載事項のうち一致
事項について、一方を省略して差し支えないこと。
※ 労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。

10 退職金（ 有（時期、金額等　　　　　　　　） ，  無 ）

第18条の規定により、有期労働契約（平成25年４月１日以降に開始するも
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短時間雇用管理者選任・変更届

平成  年  月  日

＊ 事業所名又は所在地に変更があっ
た場合は、お手数ですが、この欄に旧事
業所名又は所在地をご記入ください。

事 業 所 名
所  在  地 〒
代表者職氏名
主な事業内容
総 労 働 者 数    女   人 男   人
 うち通常の労働者（正社員）数
           女   人 男   人
 うち短時間労働者数 女   人 男   人

東 京 労 働 局 長  殿

 このたび、当事業所では下記の者を短時間雇用管理者として
報告します。

選任 いたしましたので
変更 
（どちらかに○をつけること）

記

所属部課
役 職 名

氏  名
（男・女）

◆短時間雇用管理者とは◆

パートタイム労働者の適正な労働条件の確保および雇用管理の改善に関する業務を担当する「短時間雇用
管理者」を選任するよう努めなければならないものとされています。
 短時間雇用管理者を選任・変更した際には、その氏名を事業所の見やすい場所に掲示するなどして、
パートタイム労働者に短時間雇用管理者の氏名の周知を図っていただくようお願いします。

　パートタイム労働法第15条では、事業主は常時10人以上のパートタイム労働者を雇用する事業所ごとに、
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４

４
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事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針
事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針
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パートタイム労働者就業規則の規定例
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ワンポイントＱ＆ＡワンポイントＱ＆Ａ
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⇒18ページ参照

⇒25ページ参照

⇒18ページ参照
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パート社員等の雇用環境改善に取り組む中小企業の募集
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非正規労働に関する情報サイトの紹介

 東京都では、非正規労働者の処遇改善に資する知識を提供することを目的として、
事業主のための非正規労働に関する情報サイト、「パート労働ナビゲーション」を開
設しております。

パート社員を雇う際のルールを知りたい
▶▶▶就業規則、待遇、労働保険、社会保険、解雇などの定め、募集時の注意点な

どを詳しく解説しています。

パートタイム労働の現状を知りたい
▶▶▶賃金設定、賞与、退職金、雇用保険の加入状況や社員登用制度のデータなど、

東京都が行った調査結果を見ることができます。

パート社員を活用している事例を知りたい
▶▶▶様々な業種におけるパート社員活用事例を詳しく紹介しております。

問い合わせ先

- - -

- - -

パート労働ナビゲーション：

東京都労働相談情報センター 事業普及課 普及係
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中小企業退職金共済制度

 中小企業退職金共済制度は、「中小企業退職金共済法」に基づいて、独立行政法人
勤労者退職金共済機構が運営している社外積み立て型の退職金制度です。

●制度の特色
 ① 掛金の一部を国が助成します。

 新しく制度に加入する事業主に対し、掛金月額の２分の１（従業員ごと上限
を加入後４か月目から１年間、ま 円以下の掛金月額を増額す

る事業主に対し、増額分の３分の１を増額月から１年間国が助成します。
 ② 掛金は税法上損金または必要経費として全額非課税となります。

●掛金について
① 掛金月額 ありますが、事業主がこの中から従業
員ごとに任意に選択し、全額負担します。

選択できます。

問い合わせ先 独立行政法人勤労者退職金共済機構 中小企業退職金共済事業本部
       ☎

お申し込み先 金融機関または委託事業主団体（商工会議所、商工会、中小企業団体
中央会等）
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相談窓口案内

労働基準監督署
労働基準関係法令に基づく監督、指導、許認可などの事務を行っています。
署 名 所 在 地 電話番号
中 央 - -
上 野 - -
三 田 - -
品 川 - -
大 田 - -
渋 谷 - -

新 宿 -

- -

-

池 袋 - -
王 子 - -

署 名 所 在 地 電話番号
足 立 -
向 島
亀 戸 - -
江戸川 - -
八王子 - -
立 川
青 梅 - -
三 鷹 - -
町 田 - -
小笠原
総合事務所

年金事務所（旧社会保険事務所）
健康保険、厚生年金の加入や保険料の納付及び年金全般に関する手続き・相談・問合せに応
じています。
所 名 所 在 地 電話番号
千代田
中 央 - -
港 - -
新 宿 - -
杉 並 - -
中 野 - -
上 野 - -
文 京 - -
墨 田 - -
江 東 - -
江戸川 - -
品 川 - -
大 田 - -
渋 谷 - -

所 名 所 在 地 電話番号
目 黒 - -
世田谷 - -
池 袋 - -
北 - -
板 橋 - -
練 馬 - -
足 立 - -
荒 川 - -
葛 飾 葛 - -
立 川 - -
八王子 -
武蔵野 - -
府 中 - -
青 梅 - -

全国健康保険協会（協会けんぽ）東京支部
健康保険の給付や任意継続被保険者等に関する手続・問合せに応じています。

錦糸1-2-1

緑町4-2
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公共職業安定所（ハローワーク）
雇用保険の加入や雇用保険の給付手続きなどを行っています。
詳しくは事務所の所在地を管轄するハローワークにお問合わせください。

所 名 所  在  地 電話番号 管 轄 区 域

飯田橋 - - - 千代田区、中央区、文京区、島しょ

上 野 - - - 台東区

品 川 - - -
芝大門ビル 港区、品川区

大 森 - - - 大田区

渋 谷 - - - 渋谷区、世田谷区、目黒区

新 宿

〔歌舞伎町庁舎〕
- - -

新宿区、中野区、杉並区〔西新宿庁舎〕
- - -

池 袋

〔池袋庁舎〕
- - -

豊島区、練馬区、板橋区〔サンシャイン庁舎〕
- - -

王 子 - - - 北区

足 立 - - - 足立区、荒川区

墨 田 - - - 墨田区、葛飾区

木 場 - - - 江戸川区、江東区

八王子 - - - 八王子市、日野市

立 川 立川市、国立市、小金井市、昭島市、小平市、
東村山市、国分寺市、東大和市、武蔵村山市

青 梅 - - - 青梅市、福生市、あきる野市、
羽村市、西多摩郡

三 鷹 - - - 三鷹市、武蔵野市、西東京市、
清瀬市、東久留米市

町 田 - - - 町田市

府 中 - - - 府中市、調布市、狛江市、多摩市、
稲城市

雇用保険を含め雇用主に対する種々の支援の問合せ
- - - ☎

短時間雇用管理者選任届の提出先
- - - ☎
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東京しごとセンター

（http://www.tokyoshigoto.jp/tama/index.php)

※日曜、祝日及び12月29日～1月3日を除く。

※日曜、祝日及び12月29日～1月3日を除く。
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都立職業能力開発センター



58

ＭＥＭＯＭＥＭＯ



東京都の のご案内パートアドバイザー制度パートアドバイザー制度
パートアドバイザーが皆様の事業所をおうかがいします。

 東京都では、パートタイム労働者の適切な雇用管理をお手伝いするために、労働相談情報セン
ターに所属するパートアドバイザーが皆様の事業所を訪問し、さまざまな助言や普及・啓発を
行っています。
（例）●パートタイム労働者を雇入れるときの留意点

●パートタイム労働者との労働契約の終了・更新
●パートタイム労働者にも年次有給休暇を与えるべきか
●パートタイム労働者も雇用保険に加入させるべきか　　　等

労働相談情報センター

事務所名 所 在 地 電話番号
（来所相談・予約制） 管 轄 区 域

労 働 相 談
情報センター
（飯田橋）

- -
東京しごとセンター９階
・地下鉄飯田橋駅徒歩７分

千代田区、中央区、新宿区、渋谷区、中野区、
杉並区、島しょ

大 崎
- -

ゲートシティ大崎ウエストタワー２階
大崎駅新東口徒歩３分

港区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区

池 袋 - - 文京区、豊島区、北区、荒川区、板橋区、
練馬区

亀 戸
- -

カメリアプラザ７階
総武線・東武線亀戸駅北口徒歩１分

台東区、墨田区、江東区、足立区、葛飾区、
江戸川区

国分寺 - -
中央線国分寺駅南口徒歩３分

立川市、三鷹市、武蔵野市、青梅市、昭島市、小金井市、小平市、
東村山市、国分寺市、国立市、福生市、東大和市、清瀬市、東久留米市、
武蔵村山市、羽村市、あきる野市、西東京市、西多摩郡

八王子
- -

京王線八王子駅中央口徒歩５分

八王子市、府中市、調布市、町田市、日野市、
狛江市、多摩市、稲城市

 労働相談情報センターでは、パートタイマーをはじめとする労働者や事業主の方々から寄せら
れる労働問題について、相談・あっせんを行っているほか、雇用管理等労働問題に関するセミ
ナーを開催しています。また、電話相談（東京都ろうどう110番：0570-00-6110）も行っていま
す。ご利用下さい。

東京都では、就職の機会均等を確保するために、本人の適性と能力に基づく公正な
採用選考を実施するよう事業主の皆様のご理解とご協力をお願いしています。
詳細は、TOKYOはたらくネットをご覧ください。

パート労働
ナビゲーション

パート社員活用のためのポータルサイト「パート労働ナビゲーション」パート社員活用のためのポータルサイト「パート労働ナビゲーション」
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